










An Introduction of the Concept of Capital Surplus 
and 






































































このインストラクションは， GHQのESS （経済科学局）所属の会計主任である Hessler
（ヘッスラ一）氏が， ESS嘱託の村瀬玄氏と協議して，わが国の商工省財務管理委員会の財
務諸表準則（昭和9年）を参考にして作成し，昭和22年に公開されたものである。これは，正






業会社及ピ商事会社ノ財務諸表作成ニ関スル指示書“Instructionsfor the Preparation of 
































































このアメリカの会計原則には，大別して 2つの潮流がある。それは，A. A. A. (American 
Accounting Associationアメリカ会計学会）の流れをくむ会計原則と， A.I. A. (American 
Institute of Accountantsアメリカ会計士協会，現在のAI. C. P.A.）の流れをくむ会計原則
である。わが国の企業会計原則の作成当時，時期的に見て，入手可能なアメリカの会計原則は，
その代表的なものとして，AA. Aの『会社報告諸表会計原則試案J( A Tentative State-
ment of Accounting Principles Affecting Corporate Reports , 1936年，以下『試案jと略）
とこの 『試案jの理論を発展させたベイトン，リトルトン両氏による 『会社会計基準序説j( w 
A. Paton, A. C. Littleton, An Introduction to Corporate Accounting Standards, 1940年，以
下『序説jと略）， そしてA I. A委嘱のサンダース，ハットフィールド，ムーアの三氏によ
る 『会計原則一覧』 （T. H. Sanders, H. R. Hatfield, U. Moore ; AStatement of Accounting 
Principles, 1938年，以下 rsHM会計原則jと略）の 3つをあげることができる。A.A.A.
の流れをくむ『試案Jと『序説』は，それぞれ （A原価と価値， B利益の算定， C資本と剰
余金）， 0会計諸基準，2基礎概念，3原価， 4収益，5利益， 6剰余金，7解釈〉と構成さ


























則の導入にあたって， AA. A会計原則の構成とA.I. A.会計原則の構成とを比較検討した結
果，『SHM会計原則jを採用したのであった。そして，さらに当調査会は，資本剰余金につ
いて具体的に規定している貸借対照表原則を作成するにあたって「草案としては，ハッ トフィー



























試 案 序 5見 SH M会計原則 企業会計原則
(1936年） (1940年） (1938年） （昭和24年， 1949年）
資本と利益の 払込資本と剰余金の i資本金と剰余金の区 資本と剰余金の区別 資本取ヲ｜と損主主取引




資本の分類 資本金 1t'i:-*:& （資本剰余金を含む）
剰 余金 剰余金 剰余金 剰余金
（利益剰余金のみ） 利益剰余金 利益剰余金
資本金の規定 会社が資本として表 株主によって払込ま 会社が資本として表 いわゆる法定資本
示した額（表示資本） れた総額 示した額（表示資本）
剰余金の規定 営業活動の結果，蓄 営業活動の結果，蓄 表示資本の額をこえ 純資産が法定資本の
積された剰余金 積された剰余金 る資本の額 額をこえる部分
（利益剰余金） （利益剰余金） （昭和29年の注解 6)
資本剰余金の 表示資本をこえる払 資本金に含む 利益剰余金以外の剰 毎其月の純利益以外の
規定 込資本 余金 源泉から生ずる剰余
利益剰余金の 1剰余金の規定と同一 剰余金の規定と同一 獲得した剰余金のー 毎期の純利益からの
規定 音E 留保額
株式プレミア 払込資本 資本金 資本剰余金 資本剰余金
ムの処理
宮上一男編『近代会計学の発展I』世界書院， 昭和49年，145頁より作成。

















7）栂西光速他 『日本資本主義の没落 VJ東京大学出版会，昭和40年， 1252頁。
8 ）野口祐編 『現代日本経営史上j御茶の水書房，昭和39年， 35頁。


























AA. A とAI. A が全く異なった方法で会計原則を形成しているからである。一般に，会計原則を
形成する方法には2つのやり方があり，一つは一定の理論から会計実務を指導する原則を設定するい
わゆる「演緯的アプローチ」であり，もう一つはさまざまな会計実務のうちから一般に公正妥当と考
えられるものを抽出しこれを原則化するいわゆる 「帰納的アフローチ」である。 AA. Aは演鐸的ア
103 
ブロー チを， AI. Aは帰納的アフローチを採用した。この演緯的か帰納的かという違いは，単に会
計原則形成に関する方法論の違いというだけにとどまらず，会計原則の構成上にも大きく影響するの
である。
なお，アメリカの会計原則jにおける 2潮流についての詳細は，浅羽二郎 「企業会計原則論」 （黒沢
清主編『近代会計学大系X 理論会計研究』中央経済社，昭和43年，所収）を参照。
23) 1930年代のアメリカにおける会計統一運動の結果として発表されたものは，『試案』と fSHM会
計原則』であるが， f序説』もまた会計統一運動の所産である（宮上一男編 「近代会計学の発展 IJ 
世界書院，昭和49年， 119 120頁）。
24) A. A. A 関係のうち，当時，入手可能な会計原則には，『試案』の改訂版である『会社財務諸表会
計原則』（ Accounting Prinαcpels Underlying Corporate Fi間 見cialStatements. 1941年）と，さ らにこれ
の改訂版である「会社財務諸表会計諸概念および諸基準J( Accounting Concψts and Standards Uπder・ー
がηgCorporate Financial Statements , 1948年） とがある。これらは，基本的に『試案』と同ーの理論（特
に，資本金と剰余金に関して）を持っているため， 本稿では省略した。
25) Paton & Littleton“An Introduction to Corporate Accounting Stanぬrds＇’A A. A., 1940, Preface 
para. 3，中島省吾訳 f会社会計基準序説 改訳j森山書店，昭和33年， 原著者序の 1頁。












































































本のことである。それゆえ，この資本を表示資本 （Stated Capital ）もしくは法定資本 （Legal 
Capital ）と呼ぶのである。





















































































108 吉田 ：企業会計原則における資本剰余金概念の導入と昭和25年の改正商法第288条ノ 2の意義
のたびごとに何ら債権者の担保とはならぬことが明らかになり，必ずしも本来の意味の債権ではない
（馬場，前掲書，126頁）という見解もある。
3 ）田中耕太郎『改正会社法概論』岩波書店，昭和14年，463頁。
4）大住達雄 『株式会社会計の法的考察』白桃書房，昭和27年， 19頁。
5 ）『東京証券取引所20年史J東京証券取引所，昭和49年， 101頁。
6 ）昭和25年の改正商法において，授権資本という文言は，全く使用されていない。しかし，取締役は
株主総会から新株発行の権限を授けられているという転化した概念で採用されている。
定款の絶対的記載事項からは，「資本の総額Jが削除され，これに代って 「会社ガ、発行スル株式ノ
総数」（授権株数）が，その絶対的記載事項となった （第166条1項3号）。そして，会社設立時には，
授権株数の4分の1以上の株式発行が義務づけられ，会社成立後は授権株数の範囲内であれば，随時，
取締役の決議のみで新株発行が可能となった。また，授権株数に余裕がなくなれば，発行済株式の4
倍まで授権株数の枠を拡げ（定款変更手続が必要），再びこの枠内で新株発行は可能になった。
アメ リカ法で言う「授権」とは，株式会社の株式発行に関する権限は国家または州から授けられた
ものということを意味するが，わが国の商法の解釈としては，取締役会が株主総会からその権限を授
けられているのだと転化して考えるべきである（大住，前掲書，20頁）。
7 ）大住，前掲書，19頁。
8）元本伸 『改正商法逐条解説〔改訂増補版〕』商事法務研究会，昭和58年，3頁。
9 ）佐藤孝一『現代会計学j中央経済社，昭和27年，505頁。
10）大隅・大森，前掲書， 53頁。
11）無額面株式制度の導入後， 4半世紀たっても，その発行はわずか5社が行なったにすぎない。それ
らは，三菱倉庫，富士観光，住友金属工業，玉井商船， 日立造船である。詳細は，山一証券経済研究
所『我が国企業の資本調達』 商事法務研究会，昭和52年，180-181頁を参照。
12）額面思想については，さしあたり，生駒道弘『株式時価発行の理論J（千倉書房，昭和61年）の第
12章を参照。
13）「商法の第284条ノ 2の第l項の定めは，いわゆる資本構成の原則というよりは，むしろ〈資本計算〉
の原則である」（水越潔 『会社財務の諸問題J国元書房，昭和47年，216頁）。
14）大隅・大森，前掲書，410頁。傍点は筆者。
15) 4分のlというラインの経済的根拠を強いてあげるならば，額面株式をプレミアム発行した場合に
生ずる株式プレミアムと払込剰余金とのバランスであろう。
16）大隅・ 大森，前掲書，410頁。
17）無額面株式の発行価額のうち資本金に組入れない部分は，「額面株式のプレミアムに相当する」（大
森忠夫，矢沢惇 『注釈会計法（6)J有斐閣，昭和45年，223頁）と言われている。
18）ヒルファデイング著，岡崎次郎訳 『金融資本論 上j岩波文庫，昭和57年，215頁。
19）馬場，前掲書，153頁。
109 
U おわりに
これまで見てきたように，商法第288条ノ 2は，株式フレミアムと払込剰余金の制度的性格
の違いを消し去り，さらに企業会計原則における資本剰余金概念によって，両者は全く同質化
され資本性のものになってしまうのであった。
わが国の制度会計の双壁をなす企業会計原則と商法との両制度によって，株式プレミアムの
本質は掻き消され，そこに残されたものは，株主が株式会社に払い込んだという事実関係のみ
ということになる。そして，商法第288条ノ 2は，企業会計原則における資本剰余金理論によっ
て合理化されながら， 制度的性格の異なる株式フレミアムと払込剰余金とを同質化し資本性の
ものと化す制度的意義を有するものであると言えよう。
(1987・9・18)
